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計画の背景と目的
　船橋市は、29年4月には人口63万人を超える大都市へと発展してきました。総人
口は今後も緩やかに増加していきますが、32年には75歳以上の高齢者数が65歳か
ら74歳までの高齢者を上回り、団塊の世代が75歳以上となる37年には高齢者人口
のうち75歳以上の占める割合がピークを迎えると推計されます（右図参照）。
　また、支援を必要とするひとり暮らしや認知症の高齢者が増加することも予想さ
れ、今後さらに地域による支え合いが重要となります。
　このような状況から、この計画では、住み慣れた地域でいつまでも健やかに安心
して暮らし続けられるよう、「地域包括ケアシステム」（2〜3ページでも紹介）のさら
なる推進を目指します。

認知症カフェで楽しく交流

　市では、元気な高齢者から要介護状態にある高齢者まで、住み慣れた地域
でいきいきと暮らすことができるよう、「船橋市高齢者保健福祉・介護ビジョ
ン」を掲げた30年度を初年度とする3カ年計画「第8次高齢者保健福祉計画・
第７期介護保険事業計画（いきいき安心プラン）」を策定しました。

　市ホームページでご覧いただけるほか、4月27日㈮から市役所11階行政資料室、介護保険課、地域包括ケア推進課、高齢
者福祉課、包括支援課、各公民館・図書館・地域包括支援センターで閲覧できます。　　　　　  問 介護保険課☎436-3306

計画書が
閲覧できます

第８次高齢者保健福祉計画
第７期介護保険事業計画を策定
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いきいきと安心して暮らせる船橋へ

高齢者人口と高齢化率の推計

問介護保険課☎436-3306

安心できる充実したサービス
（左）デイサービス、（下）グループホーム
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高齢者保健福祉・介護ビジョンを実現するための
地域包括ケアシステム

　市民のみなさんに地域包括ケアシステムをわかりやすくお伝えする「まちづくり出前講座」
を実施しています。ご指定いただいた会場で1回あたり60〜90分で同システムの概要や具体
的な取り組み等について職員がご説明します。→

　町会・自治会、マンション管理組合、老人クラブ、サークルなど10人以上のグループ単位でお
申し込みください。
申地域包括ケア推進課☎436-2354へ

「まちづくり出前講座」を実施しています

問地域包括ケア推進課☎︎436-2354

“健康寿命日本一のまち” 
を目指す

“希望をかなえる在宅医療を
推進するまち” を目指す

“安心して暮らせる住まいが
あるまち”を目指す

“ちょっとした手助けが
うれしいまち” を目指す

“介護が必要な人の生活の質が
保たれるまち” を目指す

［ 予 防 ］

［ 医 療 ］

［ 住まい ］

［ 生活支援 ］

［ 介 護 ］

具体的な取り組み

■24地区コミュニティごとの『市
民ヘルスミーティング』開催

■市民が体操指導士となり、ボラ
ンティアで教える『ふなばしシ
ルバーリハビリ体操』の推進

■身近な公園で体操を行う公園
を活用した健康づくりの推進

具体的な取り組み

■在宅医療の講演会等での普及
啓発

■救急搬送時の情報を提供する
『ひまわりシート』の配布

■在宅医療を行っている機関を
集約し、インターネットや紙媒
体で在宅医療・介護の専門職
へ配布

具体的な取り組み

■ボランティアの発掘・育成や活動支援
を行う『生活支援コーディネーター』を
24地区コミュニティごとに配置

■バスを使った外出を支援するために、
バス停留所に上屋やベンチを整備

具体的な取り組み

■認知症が疑われる人への「認
知症初期集中支援チーム」に
よるサポート

■特別養護老人ホームや介護老
人保健施設の整備

■合同就職説明会『P
ポ ー ト

ORT』の開
催による介護人材の確保

かざぐるま休日急患・
特殊歯科診療所

さざんか特殊歯科診療所
休日急患診療や治療が

困難な障害児（者）、介護が
必要な高齢者の治療

地域包括支援センター
在宅介護支援センター

高齢者やその家族の
相談対応や自立支援

地域ケア会議
より暮らしやすい
地域にするため、

24地区コミュニティ単位で
開催し支援

居住支援協議会
高齢者等の民間賃貸住宅への入居を支援

船橋在宅医療
ひまわりネットワーク

医療・介護関係者等で
ネットワークをつくり、

チームで在宅医療を支援

在宅医療支援拠点
ふなぽーと

在宅医療・介護に関する相談への
対応や在宅医療・

介護関係者への支援

市立リハビリ
テーション病院・
市リハビリセンター

入院中だけではなく、退院後も
リハビリテーションを続けられる体制を提供

具体的な取り組み

■住まい探しの相談窓口『住まいるサ
ポート船橋』で高齢者の物件相談や入
居後の生活を支援するサービスの提供

■自宅や分譲マンションのバリアフリー
化等に対する費用の助成

■三世代近居・同居にかかる費用の助成

センター名称 電話 担当地区コミュニティ
中部 423-2551 夏見、高根・金杉
新高根・芝山、高根台 404-7061 新高根・芝山、高根台
東部 490-4171 前原、二宮・飯山満、薬円台
三山・田喜野井 403-5155 三山・田喜野井
習志野台 462-0002 習志野台
西部 047-302-2628 葛飾、中山、塚田
法典 430-4140 法典
南部 436-2883 宮本、湊町、本町、海神

北部 440-7935 二和、三咲、八木が谷、松が丘、
大穴

豊富・坪井 457-3331 豊富、坪井

高齢者の総合相談窓口「地域包括支援センター」
　介護や福祉、医療、健康、認知症など、さまざまなご相談をお受けして
います。お困りのこと等がありましたら、お気軽にご連絡ください。

※いずれのセンターでもご相談いただけます

　本計画では、「生き生きとしたふれあいの都市・ふなばし」の実現をビジョンとしており、「住まい」「予防」
「生活支援」「介護」「医療」に関するサービスを一体的に提供する地域包括ケアシステムの構築を目指し、市
民の皆さんが安心して暮らせるように施策を進めていきます。各施策について詳しくは、同課までお問い
合わせください。
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（※1）生活保護等を受けている人
　　生活保護受給者と「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住

帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律」
による生活支援給付を受けている人です。

（※2）老齢福祉年金
　　明治44年4月1日以前生まれの人等で、一定の所得がない人や、他の

年金を受給できない人に支給される非課税年金です。

（※3）合計所得金額
　　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶

養控除や医療費控除等の所得控除をする前の金額です。介護保険料段
階の判定においては、この合計所得金額から、長期譲渡所得および短期
譲渡所得の特別控除をした額を、特例として用います。

　　また、本人が市民税非課税の場合の保険料段階（第１～５段階）の判
定においては、年金に関する雑所得も控除した額を用います。

（※4）低所得者の負担軽減を目的として、公費投入により、第1段階の負
担割合を0.45から0.4に軽減します。

（年額　軽減前:2万8620円⇨軽減後:2万5440円）

（単位：床）

今年度の皆さんの介護保険料額は6月中旬にお知らせします

介護保険事業費の現状と見通し

介護保険施設等の整備

65歳以上の人の介護保険料

第６期末
整備済予定数

整備計画数
（30～32年度）

第７期末
整備済予定数

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 2186 290 2476
介護老人保健施設 1515 100 1615
認知症対応型共同生活介護

（グループホーム） 836 54 890

特定施設入居者生活介護（混合型） 1000 70 1070
合計 5537 514 6051
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140
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27 28 29 30 31

介護給付費

65 歳以上の第１号被保険者数
１人当たり給付費

要介護認定者数

65 歳以上の第１号被保険者数

32（年度）

　失業等で収入が前年中より著しく減少する見込み
の人や災害で著しい被害を受けたなど特別な事情が
ある人、または世帯全員が市民税非課税で、世帯の収
入額の合計や預貯金等が一定基準以下の人について
は、保険料の減免制度があります。

保険料の
減免に
ついて

30〜32年度（3年間）の給付費は1196億円
第1号被保険者の負担する保険料額は289億円
介護保険料基準月額は5300円になります

船橋市の介護保険制度について

　介護保険料は、高齢者人口の増加、介護報酬の改定などにより、3年に1回の
計画改定のたびに変動します。30〜32年度の3年間で、介護保険の給付費は
1196億円と見込まれ、65歳以上の第1号被保険者の割合である23%のほか、
調整交付金等を考慮すると最終的に高齢者の負担額は、313億円となります。
　これに対し、市の基金から約23億円分を充てることにより、介護保険料の
負担額を約289億円にとどめ、上昇を抑えました。この額を、高齢者の人口で
割ると介護保険料基準月額は、5300円になります。

　計画では、30〜32年度の3年間に必要とされる介護保険事業費
に基づき、65歳以上の人の介護保険料を定めています。
　また、計画期間中の介護保険施設等の整備数や介護保険制度の
改正点についてお知らせします。　　 問介護保険課☎436-3306

国の介護保険制度改正点
●共生型サービスの創設
　共生型サービスの創設に伴い、例えば、障害福祉サービスの利用者
が65歳になった際に、同じ事業所でサービスを受けやすくなります。
●自己負担における3割負担の導入（平成30年8月から）
　現役世代並みの所得がある高齢者の介護サービス利用時の自己負
担割合が、3割となります。

【３割負担対象者】
　合計所得金額が220万円以上、かつ「年金収入」と「その他の合計所
得金額」が夫婦世帯の場合463万円以上（単身世帯:340万円以上）
●介護医療院の創設
　要介護高齢者の長期療養が可能な生活施設として、医療・介護等の
提供を行います。

　市では、高齢者それぞれの状態に応じた多様なサービスに対応するた
め介護保険施設等の整備を進めます。特別養護老人ホーム入所待機者の
減少を図り、重度の要介護者や入所の必要性が高い高齢者が施設入所で
きるよう整備を進めます。
　また、在宅復帰を支えるリハビリ施設として介護老人保健施設、認知症
支援としてグループホーム、多様な住まいの提供として特定施設入居者
生活介護（介護付き有料老人ホーム）なども、整備していきます。

財源内訳
介護サービスの利用者
負担

65歳以上の人の
保険料　23%

＋

40歳以上65歳未満の人
の保険料　27%

市の負担金　12.5％

県の負担金　12.5%

国の負担金（うち調整交
付金を含む）
25％
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平成27年度を100％とした
給付費等の見込み

所
得
段
階

区分 負担
割合

年間
保険料

（参考）
月額

保険料

1 　
　
　  

本
人
が
市
民
税
非
課
税

世帯全員
が市民税
非課税

生活保護等を受けている人
（※1）
老齢福祉年金を受給してい
る人（※2）
本人の「課税年金収入+
合計所得金額」が80万円以
下の人（※3）

0.45
（※4） 2万8620円 2385円

2
本人の「課税年金収入+
合計所得金額」が80万円を
超え120万円以下の人

0.60 3万8160円 3180円

3
本人の「課税年金収入+
合計所得金額」が120万円
を超える人

0.70 4万4520円 3710円

4
本人の「課税年金収入+
合計所得金額」が80万円以
下の人

0.85 5万4060円 4505円

5
本人の「課税年金収入+
合計所得金額」が80万円を
超える人

1.00 6万3600円 5300円

6

本
人
が
市
民
税
課
税

本人の合計所得金額が91万円以下の人 1.10 6万9960円 5830円

7 本人の合計所得金額が91万円を超え
125万円以下の人 1.15 7万3140円 6095円

8 本人の合計所得金額が125万円を超え
200万円未満の人 1.30 8万2680円 6890円

9 本人の合計所得金額が200万円以上
300万円未満の人 1.50 9万5400円 7950円

10 本人の合計所得金額が300万円以上
400万円未満の人 1.70 10万8120円 9010円

11 本人の合計所得金額が400万円以上
500万円未満の人 1.80 11万4480円 9540円

12 本人の合計所得金額が500万円以上
600万円未満の人 1.90 12万  840円 1万    70円

13 本人の合計所得金額が600万円以上
700万円未満の人 2.00 12万7200円 1万  600円

14 本人の合計所得金額が700万円以上
1000万円未満の人 2.10 13万3560円 1万1130円

15 本人の合計所得金額が1000万円以上
1500万円未満の人 2.30 14万6280円 1万2190円

16 本人の合計所得金額が1500万円以上の人 2.50 15万9000円 1万3250円

世帯に
市民税
課税の
人がいる基

準
額


